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○ 財務部長の松浦でございます。 

 

○ 私から、4月30日に公表いたしました2014年3月期決算と2015年3月
期の見通しについて、簡単にご説明させていただきます。 
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○ まず2ページをご覧ください。昨年度の実績と今年度見通しの概要をお示
ししております。  

 

○ 昨年度は、景気の回復もあり単体の運輸収入が好調に推移したほか、グ
ループ会社でも不動産業や、その他事業の工事業などの収入が好調であ
ったことなどから、営業収益は連結・単体とも前年を上回りました。また、営
業利益は、単体では電気代の高騰もあり物件費の増によりわずかに減益
となったものの、流通業でコスト削減に取り組んだことなどにより、連結では
増益となりました。 

 

○ 連結営業収益・連結経常利益・連結当期純利益は、平成5年度の連結決
算開示以来、過去最高となりました。また、運輸収入の実績は7,806億円と
概ねリーマンショック前の水準に戻りました。単体の当期純利益は、会社
発足以来、過去最高となりました。 

 

○ 今年度の業績予想は大変厳しく、単体では北陸新幹線金沢開業準備な
ど費用が先行することや、連結では流通業や不動産業において工事支障
等もあり減収を見込んでいることなどから、連結営業収益が対前年▲115
億円減尐の1兆3,195億円、連結営業利益については、対前年▲170億円
減尐の1,175億円と、大幅な減収・減益の計画です。 
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○ それでは、単体の決算について3ページをご覧ください。  

 

○ 運輸収入が対前年+114億円増加しました。そのため、利益には殆ど
影響のない会社間清算が減尐したものの、営業収益は対前年+51億
円の増収となりました。 

 

○ 一方、電気料金値上げや修繕費の増加等により営業費用が対前年
+56億円増加したことから、営業利益は対前年▲5億円の減益となりま
した。 
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○ 次に4ページをご覧ください。運輸収入の主な増減要因についてご説明し
ます。 

 

○ 昨年度の運輸収入は、景気回復を受けて全体的に収入が持ち上がった
ことや、お客様のご利用が多い夏季・年末年始などの期間のご利用が好
調であったことなどから、対前年+114 億円増加の7,806億円となりました。 

 

○ 新幹線については、若干、航空機の増便などの影響を受けたものの、ダ
イヤ改正や｢スーパー早特きっぷ｣などの企画切符で対抗し、ネットでは
▲11億円程度の減収に留まったとみています。 

 

○ 近畿圏については、堅調なレジャー需要や、グランフロント大阪、あべの
ハルカスなど大型商業施設の開業等を背景に、好調に推移しました。 
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○ 次に単体の営業費用について、6ページをご覧ください。  

 

○ 減価償却費の減などはあったものの、人件費については、保険料率
の変更などにより、対前年+20億円増加しました。また、懸念していた
電気料金値上げ等により、動力費が対前年+59億円増加しました。そ
の他、修繕費についても、業務波動により対前年+24億円増加しまし
た。 

 

○ その結果、営業費用全体では、対前年+56億円増加しました。 
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○ 次に連結決算について7ページをご覧下さい。 

 

○ 営業収益は対前年+321億円増加の1兆3,310億円、営業費用は対前
年+270億円増加の1兆1,964億円、営業利益は対前年+50億円増加
の1,345億円となりました。 
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○ 次に8ページではセグメント別の実績をご説明します。 

 

○ まず流通業については、営業収益が対前年+54億円増加しました。大阪駅の駅
ナカ商業施設｢エキマルシェ大阪｣の平年度化の影響や、ビジネスホテル｢ヴィ
アイン｣の名古屋での新規開業などが主な要因です。営業損益については、増
収に加え、百貨店業において、2012年度のJR大阪三越伊勢丹の減損に伴う減
価償却負担の減尐やコスト削減に取り組んだこと等により、対前年+49億円改善
の44億円の営業利益となりました。 

 

○ 不動産業については、ショッピングセンターで「ピオレ姫路」を新規開業したほ
か、消費増税前の駆け込み需要等を捉えた不動産分譲の増収等により、大幅
な増収となりました。一方、ショッピングセンターで新規開業に伴う一時的な開
業経費の増加や一部工事による支障があったことなどから、利益についてはほ
ぼ前年並みの277億円となりました。 

 

○ その他については、ホテル業、旅行業の収入が堅調に推移したほか、工事業
における北陸新幹線関連工事の受注増等により、営業収益は対前年+87億円
増加の1,371億円となったものの、ホテル業で賃貸物件の賃料の見直しを行っ
たことなどから、営業利益はほぼ前年並みの118億円となりました。 



9 

○ 次に9ページ以降をご覧ください。単体の業績予想についてご説明し
ます。 
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○ 今年度の運輸収入は、消費税増税に伴う景気の減速等も反映して、対
前年+8億円増加の7,815億円としております。 
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○ 今年度の単体営業費用は、退職給付会計基準の変更等による人件
費の減、湖西線の貸借期間終了による線路使用料の減、減価償却
費の減など、▲100億円程度の減要素があります。 

 

○ 一方で、燃調や再エネ賦課金等の増により電気料金が+30億円程度
増加する見込みであることや、修繕費において、労務単価の上昇に
よる工事単価の上昇を見込んでいること、加えて、北陸新幹線金沢
開業に向けた先行費用が+66億円増加する見通しを立てております。 

 

○ 結果、単体営業費用は対前年+76億円増加する見込みです。単体営
業収益は対前年+8億円増加する見通しですので、単体営業利益は
対前年▲67億円の減益となる見通しです。 
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○ 次に12ページをご覧ください。連結業績予想についてご説明します。 

 

○ 営業収益は対前年▲115億円減尐、営業費用は対前年+55億円増加、営
業利益は対前年▲170億円の減益とみております。 

 

○ なお、持分法適用会社であった大鉄工業が自己株式取得を実施したこと
に伴い、当社の議決権比率が4月24日に51.63％となったため、大鉄工業
とその子会社であるJR西日本ビルトを、今年度より連結対象子会社といた
します。この影響として、営業収益で対前年+375億円、営業利益で対前年
+5億円、負ののれん発生益を70億円程度見込んでいます。これを織り込
んだ上で、連結業績予想は減収減益の計画となっております。 
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○ 次に13ページをご覧ください。セグメント別の見通しをご説明いたします。 

 

○ 流通業については、JR大阪三越伊勢丹の再生に伴い夏頃から改装工事
に着手することによる百貨店業の売上減尐に加え、新大阪駅や広島駅等
での駅改良に伴う支障の影響による物販飲食業の減尐を見込んでいるこ
と等から、営業収益は対前年▲258億円減尐の2,143億円、営業利益は対
前年▲34億円の減尐となる見通しです。 

 

○ 不動産業については、マンション分譲で消費増税前の駆け込みの反動減
を見ており、昨年度の収益は191億円でしたが、今年度の収益は▲110億
円減尐の81億円と計画しております。加えて、新大阪駅等のショッピング
センターのリニューアル工事の影響等もあり、営業収益は対前年▲130億
円減尐、営業利益は対前年▲40億円減尐となる見通しです。 

 

○ その他については、大鉄工業等の新規連結があり営業収益は増加するも
のの、既存の工事業において北陸新幹線関係の工事がほぼ終了したこと
等から、営業利益については対前年▲23億円の減益となる見通しです。 

 

○ 簡単ですが以上でご説明を終わります。 
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○ 社長の真鍋でございます。 

 

○ 私からは、昨年度の振り返りと今後の取り組みについて、ご説明させて
いただきます。 
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○ 18ページからご説明させていただきます。 

 

○ 昨年お示ししました｢JR西日本グループ中期経営計画2017｣です。 

 

○ 中期的に目指すありたい姿や経営目標をお示ししていますが、これま
でのところ、まずは堅調なスタートが切れたものと考えています。重点戦
略の実行に着手し、事業創造では、エリア外への進出や新規事業への
取り組みが徐々に進みはじめるなど、計画した各種の施策が着実に進
捗、あるいは具体化しています。 



○ 19ページをご覧ください。昨年度の振り返りです。先ほど財務部長が
ご説明したとおりですが、電気料金の高騰や修繕費の増加等を踏ま
え、年度初には連結では増収減益の計画を立ててスタートしました。
結果として、景気の追い風やGFO・ハルカスといった大型商業施設の
開業を背景に、様々な施策を実施したことが効を奏し、鉄道のご利用
が大きく伸びたことなどから、連結ベースで増収増益の決算となりまし
た。営業収益及び当期純利益については、会社発足以来最高となり
ました。 

 

○ 一転しまして、今年度は、運輸業をはじめ全てのセグメントで、大幅な
減益を見込んでいます。 
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○ 20ページに主な点をまとめていますように、北陸新幹線の金沢開業
準備コストやノースゲートビルディング西館の再生等によりコストが先
行する年です。また、不動産分譲の反動減や新大阪駅などのショッピ
ングセンターのリニューアルが続くことから、工事業で大鉄工業等の
連結化はあるものの、厳しい業績予想となっています。 
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○ しかし、21ページにもあるように、厳しい経営環境ではありますが、
2014年度は2015年度以降の中長期的な成長を果たしていくための
重要な基盤整備の年と位置づけられると考えています。安全性向上
や北陸新幹線の開業効果最大化などを、中計で定めた各戦略と共
に、到達目標の達成に向け、しっかりと取り組んでいくキーポイントの
年度となると考えています。 
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○ 次に、山陽新幹線について22ページをご覧ください。今後の取組みについて
ご説明します。 

 

○ 昨年度の新幹線収入は3,644億円と過去最高を更新しました。景気の追い風
を受けたこともありますが、航空機の増便やLCCの攻勢に対して、ダイヤ改正
や価格政策として「スーパー早特」発売など新幹線の競争力向上策を適切に
打つことができたと考えています。また、シニア世代やインバウンドの需要拡大
に取り組んだことなどにより、概ね航空機の影響を打ち消していると認識してい
ます。 

 

○ 今年度の運輸収入は、消費増税の影響もあり、また若干の経済成長率の鈍化
が予想されているほか、連休の減などもありますが、競争力の更なる向上や旅
行需要の喚起などを効果的に展開し、過去最高を更新する3,659億円を目指
す考えです。 
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○ 23ページには、航空機との競合を意識した、新幹線の競争力強化の取り組
みを掲げています。 

 

○ まず、新幹線の安全性・快適性の向上については、新しい車種のN700Aの
機能を反映するための既存のN700系の改造工事や携帯不感地対策など、
引き続き着実に取り組んでいきます。 

 

○ また、今年３月のダイヤ改正で、対首都圏では、広島や徳山地区を中心に速
達性やフリークエンシーの向上を図るとともに、対九州では、｢みずほ｣の増発
や姫路駅新規停車などを実施しました。 

 

○ そのほか、LCCをはじめとした航空機との競合と新たな需要喚起を意識し、
昨年度に引き続き「スーパー早特きっぷ」を阪神～九州で設定しています。
大阪～博多間については、昨年度のご利用が５％程度増加していますが、
単価減を上回る新規需要を創出できたものと考えています。 

 

○ 今後は、これまでの発売実績を基に、曜日や時間帯、列車種別に応じたきめ
細やかな席数管理を行うほか、売れ行きに応じた席数変更にも取り組み、イ
ールドマネジメントによる収入の最大化を図っていきたいと考えています。 
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○ 24ページに、新幹線の需要拡大に向けた取り組みについてお示しして
います。 

 

○ まず、先ほどご説明したスーパー早特を、５月から岡山・広島～熊本・鹿
児島間で新たに設定し、更なる需要の拡大を図っていきます。 

 

○ また、地元と連携した観光キャンペーンをいくつか計画していることに加
え、増加しつつあるシニア世代については、昨年に引き続き、好評であ
った「ノリノリきっぷ」を設定しています。60歳以上を含む２名以上からご
利用でき、当社エリアの新幹線や特急が３日間乗り放題となる商品で、シ
ニア世代だけでなく、二世代・三世代での旅行のきっかけとなることを期
待しています。 

 

○ さらに、インバウンド需要が増加しているなかで、西日本観光ルートと商
品の開発や、東南アジア等での地元エージェントとの連携強化、ニーズ
の高い無線LANの主要駅での整備拡大など、受入体制の整備に取り組
んでいます。 
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○ 次に25ページですが、今年度末に北陸新幹線の金沢開業が予定されて
います。 

 

○ 先月には北陸新幹線の新型車両W7系の第一編成が白山総合車両所に
搬入され、徐々に地元の期待や注目が高まってきているところです。 

 

○ 引き続き開業に向けた準備をしっかりと進めるとともに、開業効果を最大化
することが重要です。地元自治体や旅行会社と連携した観光素材・ルート
の開発や、JR東日本と連携したプロモーションに取り組んでいく考えです。
同時に、関西の魅力と北陸の魅力をアピールし、引き続き関西と北陸の相
互交流を生み出す努力をしてまいります。 



○ 次に26ページをご覧ください。 

 

○ 昨年度の近畿圏収入は、景気の追い風や大型商業施設の開業を背景に、
交通系ICカード全国相互利用開始などの施策もあいまって増収を確保しま
した。 

 

○ 今年度の近畿圏の運輸収入は、新幹線と同様、消費増税の影響等もありま
すが、前年並みを維持する2,921億円を計画しています。 
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○ 27ページにその具体的な内容を示しています。今年度も、安全・安定輸送の
取り組みを着実に進めるとともに、大阪環状線改造プロジェクトなどの線区価
値の向上策に取り組むほか、７月に開業予定のUSJハリー・ポッターなどのコ
ンテンツを活かしながら都市観光ルートを商品化し、関西の魅力について情
報発信を行うことにより、広域からの集客にも努め、鉄道のご利用の維持・拡
大を図っていきたいと考えています。 

  



○ 次に、28ページでは今年度の単体営業費用の見通しと主な増減要
因についてお示ししています。 

 

○ コスト面において、安全考動計画に基づいて安全性向上には着実に
取り組んでいくことは勿論ではありますが、今年度は北陸新幹線開業
準備費用の先行、エネルギー関係では燃料調整等による電気代の
増加や、修繕費として労務単価の上昇に伴う工事費の増を織り込ん
だ結果、営業費用全体では大幅に増加する見通しであります。 

 

○ こうした中、コスト削減の努力は継続的に行っています。例えば、昨年
度には、山陽新幹線の地震対策として工事を行っていますが、「逸脱
防止ガード敷設」については運搬車を改良・導入することで、１日当
たりの敷設の長さが従来の４倍となるなど作業効率のアップを図って
います。 

 

○ 短期間に大幅なコスト削減を行うことは簡単ではありませんが、引き続
き、安全性の維持・向上を図りつつ、技術開発などにも取り組み、中
長期的なコストコントロールの努力を行っていく考えです。 
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○ 次の29ページからは事業創造の状況です。 

 

○ 昨年度は、成長の柱と位置づけた流通業や不動産業といった生活関連サービ
ス事業を中心に、姫路駅でのショッピングセンターのオープン、名古屋地区で
のビジネスホテル開業、積極的な分譲販売など、様々な施策展開の結果、流
通業、不動産業、その他事業とも増収となりました。 

 

○ 今年度は、ノースゲートビルディング西館再生準備や複数の駅ナカやショッピ
ングセンターのリニューアル、また分譲の反動減が重なり、残念ながら非運輸の
各セグメントにおいても大きな減益となる見込みです。 

29 



○ しかしながら、30ページにあるように、セブンイレブンとの提携による収益性の
向上や、ビジネスホテルを事業譲り受けなどにより更に拡大していくといったよう
に、今後の成長に向けた施策の展開も進めつつあります。ご心配をおかけして
いるノースゲートビルディング西館の再生についても、大阪エリアでの商業にお
ける厳しい競争環境の中で勝ち残っていくために、これまで成功してきたショッ
ピングセンターの強みと百貨店の強みを融合しました、新しい商業施設を作っ
ていきます。この準備のために、夏以降は西館の大半が休業することとなります
が、2015年度以降の成長に向けた休業であり、再生に向けて集中的にしっかり
と取り組んでいく考えです。 
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○ 31ページの不動産業においても、新大阪や金沢などでリニューアルが進むほ
か、沿線外への不動産開発の進出など、積極的な施策を続けています。 
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○ 33ページをご覧ください。 

 

○ 直近の主なトピックスにつきまして、セブン-イレブン・ジャパンとの提携
による駅の魅力向上、ビジネスホテルの事業譲受によるヴィアイン店舗
網の14店舗から3店舗追加の17店舗への拡大、加えてポシブル医科
学の子会社化による介護事業の拡大といった既存事業の収益性改善
やエリア外への拡大、新規事業の種まきなど、将来の成長と持続的経
営に資する施策の芽が出てきつつあります。 

 

○ 今後も、出資や業務提携など外部の力も活用しながら、小さなものも含
め様々な機会をとらえて、鉄道・非鉄道とも中長期的な視点から安全
性向上・収益拡大・運営効率化へ打ち手を積み重ねていきます。 
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34 

○ 次に、設備投資の状況について34ページでお示ししています。 

 

○ 昨年度は、安全関連投資893億円を含め、連結で1,667億円の設備投
資額でありました。今年度は、連結ベースで2,240億円と、大規模な投
資計画ですが、山陽新幹線のATC取り替えや地震・津波対策等の安
全関連投資に加え、北陸新幹線W7系10編成の新製や、ノースゲート
ビルディング西館の再生に関わる投資が増えることが主な要因です。 

 

○ 設備投資額が高い水準となりますが、引き続き、一件一件しっかりと精
査し、計画的に実施してまいります。また、成長投資については不断に
検討し、採算の見込める案件は追加していきたいと考えています。 



○ 次に、財務およびキャッシュフローの見通しについて、35ページをご
覧ください。 

 

○ ３月末時点の長期債務残高は9,807億円、自己資本比率は29.2%と過
去最高となり、財務の安定性・健全性は着実に高まってきていると認
識しています。 

 

○ 今年度は利益水準に加え、設備投資が高水準となることから、フリー･
キャッシュフローがマイナスとなるとともに、期末長期債務残高も増加
し、連結で9,970億円となる見込みです。 
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○ 次に、36ページをご覧ください。株主還元についてです。 

 

○ 当社は、長期安定的な株主還元を重視する観点から、自己資本を勘
案した株主還元を実施し、2017年度において、連結ベースでの｢自己
資本総還元率3％程度｣を目指すこととしています。 

 

○ 2013年度の配当については、こうした還元方針を踏まえながら、業績
が見込みを上回りフリー・キャッシュフローが改善したことから、期末に
おいて１株当たり５円増配し、通期では年115円の予定としました。一
方、2014年度は、厳しい正念場の年となりますが、2015年度以降の
成長に向けた基盤整備をしっかり行っていくとの決意のもと、１株当た
り年120円の予想としています。 

 

○ 中計でお示ししたキャッシュの使途の優先順位や、株主還元の目標
は不変ですが、目標に至るまでの道筋については、キャッシュフロー
の状況等も考慮する必要があり、年度毎に判断してまいります。 

 

○ 私からのご説明は以上です。 
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